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改 訂 改 訂 ＳＰＲ工法の設計概論ＳＰＲ工法の設計概論

東京都下水道サービ東京都下水道サービス（株）でス（株）では、創は、創立40周立40周年記年記
念事業の一つとして、改訂 SP念事業の一つとして、改訂 SPR工R工法の設計概法の設計概論論
（（20242024年年７７月、月、全300ペー全300ページジ））をを発刊しました。発刊しました。
これまでに得られこれまでに得られたSPR工たSPR工法に関する知見や改良法に関する知見や改良
点、新たに開発し点、新たに開発したSPR-NX工たSPR-NX工法や自立管として法や自立管として
開発した SPR-S開発した SPR-SE工E工法の考え方を解説しています。法の考え方を解説しています。



■ 梁供試体を用いた部材耐力試験
部材供試体による試験で界面挙動を確認済 実寸大供試体による試験で更生効果を確認済

■ 複合管の耐荷力試験

1

東日本大震災  更生径φ1230mm（H9施工） 新潟県中越地震  更生径φ910mm（施工年不明）

異常なし  5リング分かん合トータルで40～45㎜伸張

■ 過去の地震後の被災調査

下水の流下阻害や管きょの鉛直断面の崩壊の発生なし 部分的なかん合部外れや伸張による白化箇所でも土砂流入
や漏水なし

地震被災時にも性能を発揮3

■ 非線形FEM解析を用いた複合管の終局耐荷力評価
解析モデルでは部材欠損など劣化状態の反映が可能 実験結果と解析結果が精度よく一致することを確認し、

解析手法の妥当性を検証済

理論根拠のある設計手法2

部材や実寸大供試体の試験による性能検証
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MEMO

SPR工法
SPR工法は老朽した多様な構造の下水道管きょに
対応可能な複合管更生工法です
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● 曲線半径R＝5Dまで可能

曲線用プロファイルにより
曲線部での施工が可能

プロファイル

裏込めモルタル層

“次世代”型の SPR-NX工法
（SPR工法支保省略型）

● 製管機の小型化と支保工レス注入技術に
より安全な施工を実現

● 水位が高い場合やゲリラ豪雨等による急
激な水位上昇にも対応可

複合管は日本独自の設計法を採用しており、「管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン-2017年版-（公社）日
本下水道協会発行（以下、ガイドラインと記す）」に基本的な考え方がまとめられています。
SPR工法を解説した実用書「Structural Analysis and Renovation Design of Aging Sewers」がDe Gruyter社（独）
より出版され、国内外から高く評価されています。

SPR工法 は、既設管の内側に硬質塩化ビニル製プロファイルをら旋状に製管し、既設管と

の間隙に特殊裏込め材を充填することで、 老朽した既設管とプロファイルが裏込め材で一体 

 となった強固な複合管を連続的に築造します 。

 SPR工法の設計 では、 既設管と更生部材が一体となって外力に抵抗する という考え方を

取り入れており、既設管の残存耐力を評価することで 不足分を更生部材で補強するといっ 

 た経済的な設計を行うことができます 。

既設管

1 SPR工法



名称
物性

SPR裏込め材
12A

SPR裏込め材
21A

SPR裏込め材
21B

SPR裏込め材
35A

SPR裏込め材
55A NX裏込め材 単位

圧縮強度 12.0 21.0 21.0 35.0 55.0 21.0 （N/mm2）

弾性係数 6.0 6.6 6.6 22.0 28.4 6.6 （kN/mm2）

単位体積重量 12.5 13.0 17.5 21.0 20.0 17.0 （kN/m3）

ポアソン比 0.23 0.25 0.22 0.20 0.22 0.22 ―

引張強度 1.65 1.83 1.83 2.92 5.46 1.95 （N/mm2）

破壊エネルギー 17.0 17.6 17.6 38.5 35.0 5.6 （N/m）

材料名
硬質塩化ビニル材 スチール補強材

ピッチ
（mm）

厚さ
(mm)

断面積
(mm)

引張強度
(N/mm2)

弾性係数
(N/mm2)

断面積
(mm2)

降伏強度
(N/mm2)

弾性係数
(kN/mm2)

SPR
工法

#90S 90.0 9.0 291.28 37.2 2,350 ― ― ―

#87S 87.0 11.9 367.29 37.2 2,350 ― ― ―

#87SW 87.0 11.9 367.29 37.2 2,350 41.0 205 165

#80S 80.0 16.3 509.91 37.2 2,350 ― ― ―

#80SW 80.0 16.3 509.91 37.2 2,350 50.0 205 165

#79S 79.0 21.5 671.51 37.2 2,350 ― ― ―

#79SW 79.0 21.5 671.51 37.2 2,350 72.7 205 165

#792SU 79.2 31.7 1033.66 37.2 2,350 124.6 205 165

SPR-NX
工法

#70N20W 70.0 22.4 398.83 37.2 2,350 115.86 205 165

#11N08W 111.0 20.0 484.37 37.2 2,350 74.00 205 165

#11N12W 111.0 20.0 484.37 37.2 2,350 108.60 205 165

MEMO

SPR工法の設計支援システム SPRana においても上表の材料物性値が材料諸元として設定されています。

#79SW #70N20W

①アイビーム構造リブ部
②メインロック用メス部
③メインロック用オス部
④サブロック用オス部
⑤サブロック用メス部

① ①②

③

サブロック機構 メインロック機構

シール材による圧接 シール材による圧接 シール材

② ③④⑤
①アイビーム構造リブ部
②かん合部メス部
③かん合部オス部

シール材
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SPR裏込め材

プロファイル

SPR裏込め材は、SPR工法に適合するように開発した材料で、ポルトランドセメントに骨材およびポリマーなどを配合したポリ
マー系特殊モルタルです。

裏込め材の特長

❶ 硬化後の耐久性に優れ、安定した強度が得られる 

❷ 注入後、1.5～2.5％体積膨張してプロファイルと付
着一体化する 

❸ 既設管との付着力が高く、硬化後の止水性に優れて
いる 

❹ 水中に注入した場合、拡散せず水を押し出しながら
細部まで注入できる

プロファイルは、下水道管きょ用途の硬質塩化ビニル樹脂をベースとし、SPR工法に適合するように適度の柔軟性と強度、耐
薬品性、耐摩耗性および耐久性を備えた材料です。

止水性の確保、製管径の維持

地震時の軸方向変形に対する追随性

プロファイルはリブ形状の I ビーム連続体で、両端にはスパイラル状に製管かん合するためのダブルロックかん合機構を有
しています。製管後は、メインロックとサブロックのかん合とシール材の圧接により止水性を確保するとともに、かん合部
の滑りを防止し、製管径の維持が図られます。 

引抜試験の試験結果から、地盤の永久ひずみ1.5%変位に対する追従性が確認されています。
かん合部の離脱までは目開きが13～14箇所のかん合部に分散して生じる傾向が確認されています。

ジャッキ加圧部

ロードセル引抜き変位計

試験後の試験体切断面

一般モルタル SPR 裏込め材

水中不分離性に
優れる

SPR工法では多様な条件の老朽下水道管きょで優れた性能を発揮できるよう材料にこだわっています

更生材料の特徴、材料物性

第Ⅱ部 3章

3 SPR工法



-500 0 500 1000 1500 2000 2500 3000
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

荷
重（
kN
）

ひずみ（×10-6）

0 100 200 300 400 500
0

5

10

15

20

25

30

35

40

荷
重（
kN
）

ひずみ（×10-6）

試験体名 最大荷重（kN） 新管に対する比率

減肉既設管 183.8 0.68

新管　 271.1 1.00

減肉更生管 298.5 1.10

ひずみが増大しており
付着が切れず耐荷している

既設管きょの劣化状態を再現した実寸大の原管を用いた更生管に対する水平交番載荷試験と耐荷力試験により、更生管の耐
震性能を確認しています。

水平荷重による交番載荷試験
（左右から交互に荷重を載荷）

鉛直荷重による耐荷力試験
（交番載荷試験後の試験体を使用）

減肉既設管が終局状態に至るような変位を受けた場合でも、

●減肉更生管のかん合は外れない（試験時の試験体観察より）

●減肉更生管は新管と同等以上の耐荷力を有する

コンクリート/ 裏込め材界面の荷重‒ひずみ
（更生供試体No.1）

スチール補強材の荷重‒ひずみ
（供試体軸中央位置 CH28）

耐震性能実証試験
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管種 破壊荷重※1

（kN/m）
各原管に対する

比率
新管原管に対する

比率

新管
原管 364.3 ― ―

更生管 643.4 1.8 1.8

内かぶり欠損
内筋欠落

原管 104.5 ― 0.29

更生管 359.4 3.4 0.99

原管部分 更生部分

第Ⅱ部 3章

SPR工法では外圧試験による更生管の耐荷性能の実証やその耐荷性能の根拠を明らかにするための各種要素試験を実施しています

既設管きょの劣化状態を人為的に再現した実寸大の原管を用いた更生管に対する破壊実験により、更生管の耐荷性能を確認
しています。

梁供試体を用いた曲げ試験により、SPR工法による補強効果を大きく左右する界面の付着性能を確認しています。

●更生管は各原管よりも1.8～3.4倍に
耐力が増加

●約7割の耐力減の原管でも更生するこ
とで新管と同程度まで耐荷力が回復

鉛直荷重による耐荷力試験

梁供試体を用いた曲げ試験

新管
更生管

内かぶり欠損内筋欠落
更生管

性能確認試験

※1  試験値平均

外圧試験

梁供試体の曲げ試験

供試体軸中央位置（CH002,CH005）では30kN
付近でひずみの解放が確認されるが、それ以外
の左右位置のひずみは連続して増大し、付着切
れは部分的であると言える

コンクリート/裏込め材界面

供試体軸中央位置（CH28）では30kN付近で荷
重値が一旦横ばいとなるが、その後もひずみは
増大しており、裏込め材とプロファイルの付着
が良好であると考えられる

スチール補強材
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MEMO

をそれぞれ別々に考慮することが可能な設計体系です。

地震時荷重に対して

常時荷重
（自重＋静止土圧＋上載荷重）

レベル2 地震動の場合

常時荷重＋レベル2 地震荷重の
応力状態から断面力を算出

設計断面力 Sd

常時荷重＋λ×レベル2 地震荷重
の応力状態から断面力を算出

設計断面耐力 Rd
λ：破壊時の地震荷重増分係数

●使用限界状態：レベル 1地震動に対して大きな変形が生じないこと
●終局限界状態：レベル2地震動に対して破壊が生じないこと

コンクリート標準示方書に準拠した指標
使用限界状態（レベル１地震動）に対して：鉄筋の降伏が生じないこと
終局限界状態（レベル２地震動）に対して：終局変位とせん断に関して、設計断面力が設計断面耐力を超えないこと

非線形動的応答解析による耐震性能照査

荷重 STEP❶ 荷重 STEP❷ 荷重 STEP❸
死荷重を載荷 設計荷重まで荷重を増分 破壊に至るまで荷重を増分

地震時の検討では、下水道管きょの耐震計算方法として一般的に用いられている応答変位法を基本とした耐震照査を採用して
います。

SPR工法では「ガイドライン」に示す考え方のうち、最も精度が高い非線形動的応答解析による耐震性能照査を行うことも可能です。
地盤と構造物を一体化とした連成解析モデルの非線形動的解析を用いて下記の照査を行います。　

使用限界状態（レベル１地震動）に対して：鉄筋の降伏が生じないこと
終局限界状態（レベル２地震動）に対して：終局変位に関して、面内主圧縮ひずみが圧縮強度に対するひずみの2倍とならないこと

せん断に関して、設計断面力が設計断面耐力を超えないこと

Sd：設計断面力　Rd：設計断面耐力　γi：構造物係数

限界状態と要求性能

水平土圧 鉛直土圧
側方荷重 周面せん

断力
λ×側方荷重 λ×周面

せん断力

地盤反力
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限界状態設計法とは、要求性能に対して、構造物に作用する荷重や材料特性のばらつき、構造解析手法、構造物の重要性等の影響
構造設計における着目点が明瞭で、複数の要求性能に対して総合的に照査することができます。

常時荷重に対して

●使用限界状態：設計荷重までは新たなひび割れが発生しないこと
●終局限界状態：更生管きょの終局耐荷力が、設計荷重に基づく設計耐荷力の2.5倍以上の安全率を有すること

自重＋静止土圧

土被りが浅い場合

挙動解析の中でひび割れが発生した荷重 Pl＝λc×Pldも抽出する
λc：ひび割れ発生荷重係数

λ：主たる設計荷重に対する荷重増分係数、Pl：載荷荷重、Pld：主たる設計荷重

Pl ＝λ×Pld
λ＝1.0：設計荷重下の荷重係数

Pl ＝λu×Pld
λu：破壊荷重係数

荷重係数を指標とした照査
使用限界状態に対して：ひび割れ発生荷重係数λc ＞ 1.0
終局限界状態に対して：最大荷重係数λu ≧ 2.5

MEMO

荷重係数を指標とした耐荷力評価は、「ガイドライン」において限界状態設計法に基づく円形複合管の設計について評価例が示されています。
これまで東京都で25年以上の適用実績のある耐荷力評価法です。

二次元非線形FEM解析を用いて、荷重増分法により構造物の破壊過程を考慮した挙動解析を行い、終局耐荷力評価を行います。

荷重 STEP❶ 荷重 STEP❷ 荷重 STEP❸
死荷重を載荷 設計荷重まで荷重を増分 破壊に至るまで荷重を増分

荷重増分法に基づく耐荷力評価

Pl＝λPld Pl＝λuPld

第Ⅱ部 5章

限界状態と要求性能

SPR工法では複合管としての合理的な設計を実現するために限界状態設計法を適用しています

複合管の設計理論

水平土圧 水平土圧 水平土圧鉛直土圧 鉛直土圧 鉛直土圧

地盤反力
地盤反力 地盤反力

活荷重による
鉛直荷重

活荷重による
鉛直荷重

自重 自重 自重
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コンクリートと裏込め材の付着に関するモデル

設計においては、複合管の特性を生かしつつ安全側に評価するため、界面挙動をノーテンションモデルで表現しています。
初期状態ではコンクリートと裏込め材の界面は完全一体化としますが、界面の法線方向に引張力が生じる面においては、法
線および接線方向の応力伝達を切断します。

解析手法の精度検証

破壊試験の試験体条件を反映した数値解析（再現解析）を行い、解析手法の適用性を検証しています。
解析結果は試験結果に対してひび割れ発生荷重と最大荷重を±15％以内の精度で再現できており、破壊に至るまでのひび割
れ進展・変形挙動も試験結果とほぼ一致することが確認できています。

MEMO

その他の材料モデル

（1）  コンクリート材料弾塑性モデル

  等方硬化塑性理論に基づいて、Drucker-Pragerタイプの降伏基準と二次曲線タイプ
の応力 - ひずみ曲線を用いる。

（2）鉄筋応力－ひずみモデル

  鉄筋要素は一次元的であるとみなし、その応力－ひずみ関係については完全弾塑性
と仮定する。

（3）  鉄筋とコンクリートの付着に関する仮定

  鉄筋とコンクリートとは完全に付着していると仮定する。この仮定に基づき、個々
の材料成分であるコンクリートと鉄筋の材料剛性の重ね合せにより複合要素の材料
剛性を得る。

破壊の定義

数値解析においては最大荷重を破壊荷重とし、数値解析上の破壊は以下のように定義しています。

引張破壊：引張に起因するひび割れの進行により、構造上不安定になる（解が発散する）
圧縮破壊：構造物の圧縮縁の圧縮ひずみが限界圧縮ひずみに達する

10SPR工法

SPR工法の設計では、既設管きょの残存耐力を考慮した耐荷力評価と更生管の破壊に対する安全性を確認するため
の終局耐荷力を把握するために、破壊力学に基づく非線形FEM解析の一つである分散ひび割れモデルに基づく非線
形FEM解析モデルを適用しています。

本解析手法では、既設管部材の不健全状態や更生部材の材料特性を適切に考慮すること、ひび割れの発生・進展に伴う更生
管の構造挙動を捉えた最大耐荷力の評価が可能です。

分散ひび割れモデルによるRC構造物の終局耐荷力評価

RC構造物の終局耐荷力を評価する上では、コンクリートのひび割れ発生・進展に伴う非線形挙動を考慮することが重要で、考
慮すべき材料特性としてコンクリートの引張軟化特性があります。
引張軟化特性は、ひび割れ開口に伴いひび割れ先端部の破壊進行領域における伝達応力が減少する現象で、この材料挙動を
考慮した基準を組み込むことが破壊力学モデルの特徴です。

コンクリート材料の引張軟化特性

鉄筋かぶり欠損＋鉄筋露出
（腐食による鉄筋断面減少含む）

鉄筋かぶり欠損＋鉄筋欠落 ひび割れ有り

既設管部材の不健全状態

更生管（複合管）の設計では、分散ひび割れモデルに基づく非線形FEM解析モデルを適用しています

SPR更生管の構造解析モデル

第Ⅱ部 4章
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計算結果

クラック図は、設計荷重時、ひび割れ発生時および最大荷重時で確認できるとともに、破壊に至るまでのひび割れ進展を
アニメーションで確認することもできます。これにより、最初にひび割れが発生する箇所や破壊に至るまでの過程、破壊
状況の確認が可能です。

断面力照査表に加え、設計荷重時と最大荷重時の断面力図と変位図が出力され、断面力の卓越箇所や変形挙動の確認が
可能です。

計算結果としてクラック図、断面力図、照査表が出力され、システムの画面上および計算書で確認することが可能です。
照査は、限界状態設計法に基づいて行われており、 更生管の設計における安全係数（材料係数γm、部材係数γb、構造解析係
数γd、作用係数γf、構造物係数γi ）が考慮されています。

常時荷重に対する照査結果

地震時荷重に対する照査結果最大荷重時

ひび割れ発生時のクラック図

モーメント図

軸力図

せん断力図

変位図

設計荷重時の変位図

最大荷重時のクラック図

常時荷重に対する検討

地震時荷重に対する検討
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MEMO

プログラムの
起動

解析条件の
入力

解析条件の
確認 解析の実行 解析結果の

出力

解析条件として、照査条件、埋設条件、荷重条件、既設管きょ形状、配筋条件、物性値、更生条件、安全係数および任意荷
重を入力します。

入力する条件

矩形、蓋掛け、円形および馬蹄形の全４タイプから選択できます。
条件を入力することでFEM解析モデルおよび解析入力データを自動作成します。
コンクリート部材および裏込め材部材（プロファイル部を含む）はソリッド要素、鉄筋およびスチール補強材はバー要素で構成
されます。

FEM解析モデルおよび解析データの自動作成

部材欠損や鉄筋の断面欠損のような腐食が生じている場合は、腐食位置と腐食量を入力することで、解析モデルに反映させることが可能です。
コンクリートおよび鉄筋の物性値は、予め登録された材料から選択が可能であるほか、各値を任意で与えることができるため、材料の劣化状態を反映
させることも可能です。

矩形 蓋掛け 円形 馬蹄形

SPR工法で更生された管きょに対して、非線形FEM解析による限界状態設計法に基づく性能照査を行う設計支援システムです

複合管の設計支援システム S
ス  プ  ラ  ナ

PRana

第Ⅱ部 6章
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比重 1.30 以上

フロー値 300±50mm以上

スチール部材

材質 溶融亜鉛めっき鋼板

種類 SGC400

基準強度 295MPa 以上

引張強度 400MPa 以上

MEMO

①

サブロック機構 メインロック機構

シール材による圧接

② ③④⑤

シール材

「ガイドライン」ならびに「下水道用硬質塩化ビニル管（JSWAS K-1）-2010」（（公社）日本下水道協会）に記載の自立管の設計手法は、一様
断面の均質円筒管を前提とした計算式です。

間詰め材

間詰め材は既設管きょと更生管きょの間隙に
充填し、更生管きょを固定するために用いら
れます。本工法は自立管のため、間詰め材の
強度は見込みません。
施工時に既設管きょと更生管きょのすき間の
細部まで充填できる流動性を有し、硬化後
の体積収縮がなく、水よりも大きな比重をも
つ、下表のような必要特性をもつ材料を使
用します。

SPR-SE工法の設計

SPR-SE工法の設計では、荷重を負担するスチール部材が異形断面かつ、ら旋構造という、一様断面の均質円筒管との違いを
計算式に反映するために実証実験から設定した補正係数を導入しています。

【補正係数】 曲げ剛性補正係数α＝0.7
断面変形補正係数β＝1.2

①アイビーム構造リブ部
②メインロック用メス部
③メインロック用オス部
④サブロック用オス部
⑤サブロック用メス部

14SPR-SE工法

プロファイル #53RW #62RW #67RW #78RW #85RW #97RW 単位

プロファイル全高 11.9 18.5 21.7 27.0 37.5 49.0 （mm）

底版肉厚 1.7 2.6 2.6 3.0 3.5 4.0 （mm）

スチール部材図心高 4.77 7.39 9.19 11.38 15.44 20.51 （mm）

単位当り断面二次モーメント 13.92 40.50 79.15 157.81 327.70 653.36 （mm4/mm）

単位当り断面係数 2.56 4.70 7.83 12.55 17.66 26.68 （mm3/mm）

MEMO

● 製管工法で自立管を構築する更生工法である
●水を流しながら施工可能である
● 施工現場での熱硬化や光硬化等の化学反応が不要である
● 既設人孔からの施工が可能なため立坑が不要である
● 管路状態により曲がり管路（屈曲角5°）にも対応可能なため、施工における自由度が高い
● 現場状況に応じて製管方式の選択が可能である
　製管方式： けん引式製管方式（450㎜～ 900㎜）、自走式製管方式（800㎜～1,650㎜） 

自立管 製管工法（ら旋巻管）は、令和元（2019）年7月より自立管・製管工法として「ガイドライン」の適用対象となりました。

SPR-SE工法の特長

更生管きょを形成するための帯状部材(プロファイル)は硬質塩化ビニル製の帯材料とスチール部材で構成されています。 
スチール部材は自立強度を発現させることを目的にしています。
JIS G 3302で規定する溶融亜鉛めっき鋼板をロールフォーマー等の成形設備で逆Ｗ字状断面に加工しており、材料諸元は表に
示すとおりです。

プロファイル

既設管きょ内にスチール部材が組込まれた硬質塩化ビニル製の

帯状材料（プロファイル）をら旋状にかん合しながら製管し、

既設管きょと更生管きょのすき間に間詰め材を充填して、

新しい管きょを構築する更生工法です。

プロファイル

SPR-SE工法用間詰め材

既設管

SPR-SE工法
第Ⅲ部 

SPR-SE工法は既設管の老朽化が著しく残存強度が期待できない場合でも
適用可能な自立管更生工法です
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